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流通チャネルにおける行為パラメータの最適決定

大　塚　英　揮

1．はじめに

　チャネルメンバーの意思決定ロジックを新古典派経済学の枠組みで説明することは果たして

可能なのか？これが当論文で取り扱う問題状況である。当論文ではこの問題に対する解答を導

出するためのツ7ルとして、大塚（2006）同様、パラメータ理論を採用する。パラメータ理論

（コペンハーゲン学派）とは、マーケティングにおける戦略的意志決定の問題を、行為パラメー

タという概念をコアに、経済合理性原理に基づいて分析する理論のことを指す。「行為パラ

メータ」とは、シュナイダー（1960）によれば、「当該経済主体の経済計画に関連しており、かつ

自己の裁量によって確定しうる量」のことを指す。通常の新古典派理論ではこの行為パラメー

タは「数量」と「価格」の2つに限定されていたが、パラメータ理論では、行為パラメータの

非価格競争手段への拡張を積極的に行うことで、マーケティングや流通といった現実的トピッ

クスを分析することを可能にしている。

　さて、「行為パラメータ」概念自体は目新しいものではない。伝統的価格理論においてもパラ

メータは存在する。すなわち、価格と数量である。例えばシュナイダーの主張するように、完

全競争理論において経済行為者は、数量を「指令パラメータ」、そして価格を「予想パラメー

タ」とみなす「数量調節者」として出現する。しかし、そこには数量以外の「指令パラメータ」

は存在しない。だが、マーケティングの対象とする不完全競争や独占的競争下では、企業の自

律的パラメータ設定の範囲は、広告や品質、サービスといった非価格の領域にまで広がりを見

せるようになる。これら非価格のパラメータも行為パラメータとして取り扱い、利潤極大化原

理の下、パラメータ最適決定の問題を分析するのが、コペンハーゲン学派の最大の特徴なので

ある。

　パラメータ理論では価格以外のパラメータとして主に広告（プロモーション）と品質という

2つのパラメrタが取り上げられている。そして広告や品質などの行為パラメータに対する支

出の変化が、産出（販売量）の変化にどのようにつながっていくのかを「弾力性」概念を用い

て示す手法が採用されていた。このような手法をチャネルにおける垂直的関係の説明に適用す

ることができるのか。これが当論文の問題である。まずこの問題を解決するための足がかりと

して、流通チャネルにおける行為パラメータの選択原理について考えてみることにしよう。

2．流通業者による行為パラメータの最適選択

　流通チャネルにおいてチャネルメンバーである流通業者が果たす機能については、多様な見

解が見られる。中でもオルダーソン（1965）は流通業者の機i能を品揃え形成と結びつける形で論
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じている1。オルダーソン（1965）によると、財は流通経路の様々な段階において、様々な形で

結合しあつている。例えば小売は、消費者の購買習慣や便宜性に適合するように財を品揃えす

るだろうし、卸売では顧客が商業顧客であるために同質的な品揃えを形成するだろう。このよ

うに、卸売と小売では最適な品揃えというものに大きな違いが見られる。これをオルダーソン

は「品揃え物のソゴ」と呼んでおり、「品揃え物のソゴ」を埋めていく存在として流通業者の存

在意義が認められるのであると主張する。

　次に、オルダーソン（1957）によれば、流通業者は、財に場所効用、所有効用、時間効用など

を付加し、商品の「潜勢力」を高める役割も担っているという。この「潜勢力」とは、その商

品が潜在的に効用をどれだけ創出しうるか、その潜在能力を指す概念である。製品を直接加工

して新たな属性を付加することが難しい流通業者は、立地、品揃え、貯蔵などのパラメータを

駆使し、この「潜勢力」を高めることで存在意義を確立している2。それゆえこの考えに基づ

けば、卸や小売は、．立地（場所効用アップ）、品揃え（所有効用アップ）、貯蔵（時間効用アッ

プ）といった機能を中心的機能として持つことになる。加えてオルダーソン（1965）は、小売

に関しては棚割などのプロモーションも中心的機能となると指摘している3。

　以上のことをまとめると、卸売の主要機能は、品揃え、貯蔵。小売の場合は、品揃え、貯蔵、

立地、サービス、棚割などの販売促進であるということになる。これらの諸機能のうち、操作

可能であると同時に販売量拡大につながりうる機能が競争手段（競争パラメータ）としてピッ

クアップされることになる。

　次に、これらの行為パラメータの最適選択原理を新古典派的枠組みで明らかにすることが可

能なのか、考えてみることにしよう。．

　まず品揃え形成については、パルダ（1969）が広告手段の最適ミックスを決定する規則として

提示した「各手段における限界物的生産物と限界要素費用との比率が各手段の組み合わせ全体

の限界費用の逆数に等しい」4という規則の「広告のためにとりうる手段」を「各品種」と置き

換えることで充分に適用可能である。

　次に立地である。立地は最も取り扱いが困難なパラメータであるといえる。パラメータ理論

を採用するミクビッッ（1959）は、立地を指令パラメータの1つとして取り上げ、「立地弾力性」

という概念の利用を示唆している5。しかし、この弾力性の算出法については全く記述を行っ

ていない。この「立地弾力性」とはどのような概念と考えればいいのだろうか？立地にかかる

支出とそれによって得られる販売量との相対的変化を計測したものととらえればいいのだろう

か？しかしそれではこの「立地弾力性」は位置一販売量の概念を純粋に測定するものではなく

なってしまうだろう。なぜなら、設置する設備の規模なども立地費用に影響を与えてしまうか

らである。

　一方、立地を品質のように投入係数のようなインジケータを用いて間接的に表現することも

困難であろう。なぜなら、位置とは空間的な概念だからである。

　それでは通常の空間的複占理論では、この問題はどのように扱われているのだろうか？ホテ
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リング（1929）はまず次のような仮定をおいている。

　（1）立地の変更に費用がかからない。

　（2）2人の売手が存在、各買手との間の距離に比例して運送費の額が定まる。

　（3）この運送費を買い手が支払う。

　（4）買手は2人の売り手の間に均等な距離を置いて分布している。

という仮定の下、立地の問題を価格に反映させることに成功している6。しかし、これらの仮

定は極度に非現実的なものであり、実地への適用は困難である。

　一方「市場地域」といった概念を利用して立地決定の分析を行ったハワード（1957）の手法を

参考にする方法もあるかもしれない。「市場地域」の定義は、ナーバー＆サビット（1971）の定義

を参考にすると次のように定義できる。「市場地域とは、時間と距離という要素を組み込んで

市場を定義したものであり、それは売り手と買い手が所有権もしくは使用権の獲得を目的とし

て相互にそこで接触を持つような地理的範囲」であり、「別々の地理的市場で販売されている提

供物に関する需要の交差弾力性はゼロ」となるというものである7。ハワード（1957）は市場地

域の境界を定め、各地域における市場潜在力や運送費を算出し、立地決定に結びつける手法を

提案している8。立地変更により、各市場地域の市場潜在力や運送費がどれだけ変化するのか

を測定できれば、線形計画法を用いて最適立地の選択を取り扱うことが可能になるかもしれな

い。しかし現時点では依然としてこの手法は実現困難であるといえるだろう。

　最後にサービスである。ミクビッッ（1959）は、「サービス弾力性」という概念を提唱し、提

供する品質が複雑になればなるほど、サービス弾力性の値が高くなるという規則を提示してい

る9。しかし、サービスも配達、修理、製品説明などの複数次元を有している。これらの次元を

ひとくくりにして概念化することは、実際の分析において不都合が生じることを意味する。そ

こでサービスの最適選択決定においては、ブレムス（1966）が提示した投入係数概念を適用する

方法を提案したい。

　ブレムスの投入係数概念とは、「」産業の製品単位あたりの物理量Xjを生産、販売すること

は、j産業の製品単位あたりで、　i産業の製品の物理的単位の投入を必要とする」ときののこ

とである1°。ここでいうj産業を卸、小売などの流通業者、i産業を流通業者がサービスを提

供するために必要とする労働量や投入要素であるとみなせば、この投入係数概念の考え方を流

通チャネルにおけるサービスの提供に応用できることになる。そしてその投入係数の変化率に

対する需要の変化率を示す弾力性を計算し、それを「サービス弾力性」として定義すれば、限

界原理に基づく分析を行うことが可能となるだろう。

　以上をまとめれば、立地を除けば支出一効果の関係を弾力性概念によってとりこみ、最適選

択の原理を定立することは可能となるはずである。但しここで注意しなければならないのは、

流通業者が直面する需要は派生需要であるという点である。故に流通業者の行為分析において

は、行為パラメータの選択範囲に、その財の需要特性に基づく制約を課さなければならない。

この点についてミクビッツの主張をもとに整理していくことにしよう。

一19一



愛知淑徳大学論集　一ビジネス学部・ビジネス研究科篇一　第3号

3．多段階チャネルにおける意思決定一ミクビッツ多段階流通論を中心に

　ミクビッツ（1959，pp．175－215．）は、生産者から消費者に至る流通チャネルの各段階を細分化

し、各段階における需要特性及びそれに基づく各弾力性の性質、競争手段選択の特徴を整理し

ている。

［生産者段階］

　ミクビッツ（1959）は、生産者段階の分析において、（1）生産者が直接消費者に販売するケース、

（2）流通業者を介するケースの2つに分けて分析を行っている。ここでは特に（2）のケースに限

定し、多占、寡占、独占の3つのケースに分けてミクビッツ（1959）の主張を整理していくこと

にしよう。

　まず生産者段階が多占である場合、企業は受動的価格適応を行う。買い手である流通業者は

合理的経済計算者であるため、価格は通常より統一的になる。それゆえ生産者は価格以外の

サービスなどの側面で競争しようとするが、その結果生産者と流通業者の関係がよりパーソナ

ルなものとなり、生産者は最終的にのれんを構築することになるという。

　次に生産者段階が寡占である場合も、価格は競争手段として積極的に利用されない。小売価

格と生産者価格との関係がかなり固定的なものとなり、製品や付随サービスの差別化が積極的

に行われる。そして良い棚割の確保をめざし、生産者は流通業者の愛顧を得ようと競い合うこ

とになる。

　最後に生産者段階が独占であるケースでは生産者、高マージンにより流通業者を刺激するが、

生産者一流通業者間のパーソナルな関係は形成されない。

　以上のように、生産者段階では、買い手が流通業という企業であり、合理的経済計算者であ

るがゆえに、積極的価格競争がなされない点が強調される。それゆえ他社との差別化を行うた

、めの有効な手段として、流通業者とのパーソナルな関係の構築が重要となるとミクビッツ

（1959）は主張するのである。

［卸売段階］

　ミクビッツ（1959）は、卸売を（1）大多数の生産者から財を集める大企業または（2）少数の製品

のみ大多数の生産者から集める専門化された企業、と定義する。ここでいう卸の目的は「大き

な品揃えを持つこと」であるとされる。

　つまり、卸売は一般に自分自身で財を加工する手段を持つことがない。そのため競争の手段

として、どれだけの品揃えをそろえて、小売の需要とのソゴをなくしていくかが重要となる。

ミクビッッ（1959）によれば、卸が品揃えを競争手段として活用する、ことは多くの意味を持つ

ことになるという。例えば卸の品揃え形成が、小売の仕事を助けるという機能に着目すれば、

品揃え競争はサービス競争であるとみなすこともできる。また、良質の製品を他社よりも安価

で提供するという側面に着目すれば、間接的な価格競争、品質競争であるとみなすことも可能
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になる。それゆえ品揃え競争は、価格、サービス、品質という3つの次元を有するものである

とミクビッッ（1959）は主張するのである。

次に価格競争については、卸売の買い手は合理的経済計算者である小売であること、そして

マージンが一般にそれほど大きくないこと、による値下げが難しいため、重要な競争手段とは

ならないとミクビッッ（1959）は主張する。

　しかし、卸売の直面する需要は、派生需要である。それゆえ、小売段階における最終需要が

品質感受的であるのか、価格感受的であるのかによってかなり状況が変わってくることになる。

例えば最終需要が品質感受的であるとしよう。すると小売段階における価格競争は激しくなら

ず、その結果小売価格は比較的高水準となり、卸売のマージンも大きくなる。これにより卸売

に価格切り下げを行う余裕が生まれ、卸段階における積極的価格競争が起きる可能性は高まる

のである。

　販売促進や立地は、卸売段階ではそれほど重要な競争手段とならないとされる。

［小売段階］

　小売では、財の性質により行為パラメータの重要性が様々に変化するとミクビッツ（1959）は

主張する。

（a）最寄品のケース・・最寄品においては、立地、品揃え、販促が重要となる。しかし製品が

　　標準化されているため、品揃えのソゴは比較的容易に埋めることができる。買い手は探索

　　費用をかけることをいやがるため、立地が最重要となる。

（b）買回品のケース・・買回品は、最寄品よりも多少高価で、品質も差別化され、より複雑と

　なっている。そのため品揃えが最重要となり、広告に対する買い手の感受性も高くなる。

　立地も重要となる。

（c）専門品のケース・・品揃えはそれほど重要ではなくなる。価格や立地も重要ではない。専

　門品の買い手はある程度所得に余裕のある人物であるため、所得に占める購買支出の割合

　も小さい。買い手は購買のための探索費用を惜しまないため、立地も重要とならない。た

　だし品質が複雑であるため、製品を提供する際のサービスが最重要となる。

　以上のように、ミクビッツ（1959）は、生産者、卸、小売各段階における需要特性を示し、ど

のパラメータの弾力性が高くなるのか、そして各段階における水平的競争手段としてどのパラ

メータが効果的であるのかを整理している。そしてその上で、各段階の垂直的な相互依存関係

についても簡単ではあるが分析を行っている。各段階で決定された指令パラメータの値が他の

段階に影響を及ぼすプロセスを主に価格に限定する形で分析しているのである。その内容を次

に簡単に紹介しておくことにしよう。
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　ミクビッツ（1959）が価格パラメータ決定における段階間の相互依存性の分析に用いたツール

は「均衡弾力性」である。「均衡弾力性」とは、「価格切り下げが収益的となる必要条件である

価格弾力性の値」のことであり、算出プロセスについてはラスムセン（1966）に詳しい。・そこで

まず均衡弾力性の算出プロセスをラスムセン（1969）に従って整理することにしよう11。

　ラスムセン（1969）は、まず当初時点の製品価格とその製品に対する需要をそれぞれp，qとし、

単位可変費用をcとする。そしてp，qの極限変化量をそれぞれdP，　dqとおく。このとき価

格切り下げが収益的となる条件は次の式の通りとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　－dPq≦dq（P－c）

　　　　　　　　　　　　　　　＿⊥＜dq
　　　　　　　　　　　　　　　　r＝dPq

÷≦謡ρ一一e（P）

　最後の式の右辺は価格弾力性に等しい。それゆえ、最後の式は「価格と粗利益間の比率が価

格弾力性より小さければ、価格を下げたほうが収益的である」ということになる。このときの

価格弾力性一e（p）を均衡弾力性という。均衡弾力性の値は、粗利益と価格の比率より大であ

ることを要求される。それゆえ、マージンが低くなればなるほど、均衡弾力性は高い値をとる

ことになる。

　この仮説に基づき、ミクビッツ（1959）は、流通チャネルのより川上に位置する段階ほど、

マージンは小さくなるため、均衡弾力性は高くなると主張する。価格切り下げが収益的となる

ためには均衡弾力性よりも高い価格弾力性を示す必要があるため、より川上に位置する段階ほ

ど、価格弾力性がかなり高い値をとらなければ、価格切り下げが有効となることはない。それ

ゆえ川上に行けばいくほど、価格パラメータの競争手段としての有効性は低いものとならざる

をえないという］2。

　またこの均衡弾力性を用いた価格パラメータの分析に加え、「価格切り下げや品質、広告の効

果はより川下に位置する段階に伝播していく。一方、より川上に位置する段階でなされた競争

の影響が川下へ及んでいくこともある」i3とミクビッッ（1959）は指摘を行っている。そしてあ

る段階で起きた競争が他の段階へ伝播していくには、タイムラグが存在するため、短期的な価

格変更がより川上の段階に影響を及ぼすことはないという主張を展開する。しかし、これらの

主張は単なる記述にすぎず、垂直的な相互依存が発生する理由についての分析はなされていな

いのである。

4．さいごに

　「チャネルメンバーの意思決定原理を新古典派経済学の枠組みで明らかにすることは果たし

て可能なのか？」　　　　　　　　　　　　　1

　この問題に対して次のような解答が導出された。

（a）チャネルメンバーにとっての行為パラメータである、品揃え、サービス、価格については

一22一



流通チャネルにおける行為パラメータの最適決定（大塚英揮）

　　弾力性概念を媒介として限界分析の祖上にかけることができる。但し立地については、ミ

　　クビッッ（1959）が立地弾力性概念の活用を提唱しているものの、現実には困難である。

（b）流通チャネルの各段階における需要特性、パラメータの有効性の相違についてはミクビッ

　　ツ（1959）が緻密な分析を行っている。しかし、各段階で行われた行為パラメータに関する

　　意思決定の結果が他段階に与える連鎖的影響については、価格パラメータのみ部分的説明

　　が可能となっているだけにすぎない。

　という2点である。

　特に（b）で指摘した、垂直的連鎖の説明困難性をどう解決するかが、流通チャネルにおける

チャネルメンバーの意思決定を新古典派的フレームワークで明らかにする上で最大の障害とな

るように思われる。この点が今後の課題として残されることになるであろう。
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